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松本市立丸ノ内中学校改築事業基本計画・基本設計業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 
 

１ 目的 

丸ノ内中学校の校舎が、昭和２６年３月から昭和３２年３月にかけて建設

され、建築後６７～７３年が経過し、老朽化が進んでいることから、令和 

３年に策定した「松本市学校施設個別施設計画」に基づき、改築を行うもの

である。 

新しい時代の学びの姿として、すべての子どもたちの可能性を引き出す、

個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実し、「令和の日本型学校教育」

の構築が求められている。 

丸ノ内中学校校舎の改築は、松本市でこうした学びの実現に向けて改築す

る初めての学校となることから、基本計画・基本設計業務を委託するにあた

り、本業務を適切に遂行する設計能力・技術力、実績、高度な発想力等を有

する最適な契約候補者を選定することを目的とする。 

なお、選定の手続き等については、「松本市プロポーザル方式の実施に関

するガイドライン」に基づき、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 業務名称 

松本市立丸ノ内中学校改築事業基本計画・基本設計業務委託 

 ⑵ 業務内容 

   本事業に係る基本計画および基本設計 

   業務詳細は、仕様書（資料２）、特記仕様書（資料３）のとおり 

⑶ 履行期間（予定） 

   業務委託契約締結の日から令和８年３月１６日(金)まで 

（令和６年～令和７年度継続事業） 

⑷ 計画建物 

ア 建物名称 松本市立丸ノ内中学校 

イ 所在地  松本市宮渕３丁目６－１ 

ウ 建物用途 中学校 

エ 敷地面積 約２４，０８８㎡ 

オ 改築面積 約５，３００㎡ 

 ⑸ 委託金額（上限額） 

   ４０，２２０，０００円（消費税および地方消費税含む） 

⑹ 事務局 

  ア 郵便番号 〒３９０－８６２０ 

  イ 所在地  長野県松本市大手３丁目８番１３号（大手事務所４階） 

  ウ 部署名  松本市教育委員会学校教育課学校施設担当 担当：横山 

  エ 電話番号 ０２６３－３３－９８４７ 

  オ ＦＡＸ番号 ０２６３－３４－３２０６ 

  カ E - m a i l g-kyoik u@city.matsumot o.lg.jp  

  キ 市 HP   https://www.cit y.matsumoto.nag ano.jp 

mailto:g-kyoiku@city.matsumoto.lg.jp
https://www.city.matsumoto.nagano.jp
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３ プロポーザルの参加資格要件 

⑴ 参加者の資格等 

  プロポーザルへの参加資格は、プロポーザル参加表明書類の提出期限で

ある令和６年１１月２５日(木)において以下の要件をすべて満たす者とす

る。また、契約締結までの間に参加資格を失った場合は、その時点で失格

とする。 

区分  参加者の資格等 

① 

松本市建設工事入札制度合理化対策要綱（昭和４２年２月６日

告示第１１号）第８条に基づく、建設コンサルタント入札参加資

格者名簿の建築コンサルタント業務に登録されている者であるこ

と。 

② 
建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の３第１項の

規定に基づく一級建築士事務所の登録がある者であること。 

③ 

建築士法第５条の規定による一級建築士免許の登録がされてい

る者を４名以上自社で雇用していること。ただし、当該一級建築

士は、全て公告日以前３か月以上の恒常的な雇用関係にあるこ

と。 

④ 

管理技術者は、一級建築士免許の登録がされている者（公告日

以前３か月以上の恒常的な雇用関係にある者）１名を配置できる

者であること。 

担当主任技術者は、意匠、構造、電気設備、機械設備の各分担

業務分野（以下、「各分野」という。）ごとに１名もしくは２名を

選定し、配置できる者であること。 

詳細については、「⑵ 配置技術者等の要件」を参照すること。 

⑤ 

中信４市（松本市、安曇野市、塩尻市、大町市）において、学

校教育法第１条による施設の延床面積が４，０００㎡以上の改築

または増築（※１）の設計業務の実績（※２）があること。 

⑥ 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４

第１項または松本市財務規則（昭和３年規則第１０号）第１０４

条第１項の規定により入札に参加することができないとされた者

でないこと。 

⑦ 

公告の日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

に基づく会社更生手続開始の申立てまたは民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者

ではないこと。 

⑧ 

松本市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号）第２条第２号

に規定する暴力団員または同条例第６号第１項に規定する暴力団

関係者ではないこと。 

⑨ 
松本市、国及び他の地方公共団体において指名停止措置を受け

ていないこと。 

※１ 対象となる延床面積は、改築または増築部分とする。 

   また、建築基準法第２条第１４号に規定する大規模な修繕および

同第１５号に規定する大規模な模様替えについては、当該面積を本

事業で要求する増築または改築面積に換算できるものとする。 
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   ※２ 基本設計および実施設計を元請けとして行ったものであり、平成

２６年４月１日から参加表明書類の提出期限である令和６年１１月

２５日(木)までに当該業務が完了したものとする。 

⑵ 配置技術者等の要件 

ア 管理技術者 

(ｱ )  管理技術者は、各分野の設計業務の設計協力に係る業務を統括し、

本業務の全体を統括する者をいう。 

(ｲ )  管理技術者は、１名として、各分野の主任技術者を兼任することは

できない。 

( ｳ ) 平成２６年４月１日から参加表明書類の提出期限である令和６年 

１１月２５日(木)までに延床面積２，０００㎡以上の学校教育法第 

１条による施設の改築、増築または大規模修繕・模様替えの基本設計

および実施設計業務の実績があるものとする。 

イ 主任技術者 

(ｱ) 各分野の業務内容 

分野 業務内容 

意匠担当 
建築物の意匠に関する設計および構造、設備に関

する設計をとりまとめる設計 

構造担当 建築物の構造に関する設計 

電気設備担当 建築部の電気設備に関する設計 

機械設備担当 
建築物の給排水衛生設備、空調換気設備および昇

降機等に関する設計 

(ｲ )  主任技術者は、管理技術者の下で各分野における担当技術者を総括

する役割を担う者をいう。 

(ｳ )  各分野の主任技術者は、１名もしくは２名として、他分野の主任技

術者を兼任することはできない。 

( ｴ ) 平成２６年４月１日から参加表明書類の提出期限である令和６年 

１１月２５日(木)までに延床面積２，０００㎡以上の学校教育法第 

１条による施設の改築、増築または大規模修繕・模様替えの基本設計

および実施設計業務の実績があるものとする。 

(ｵ )  各分野の主任技術者は、協力者（以下、「協力事務所」という。）か

ら配置することができることとする。 

 ⑶ 協力事務所 

  ア 参加者は、必要に応じて協力事務所を設けることができることとする。 

  イ 協力事務所の選定にあたっては、十分な能力を有するものを選定する

とともに、自らの責任において指導すること。 

    また、協力事務所届（様式第５号）を提出すること。 

  ウ 協力事務所の資格要件 

(ｱ) 建築事務所に必要な要件 

ａ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による建築士事務所の登録

がある者であること。 
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ｂ 配置する担当者は、建築士法上、当該対象物件に対応できるもので

あること。 

(ｲ) 設備事務所に必要な要件 

     建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による設備設計一級建築士

または建築設備士が１名以上所属していること。 

(ｳ) 建築事務所および設備事務所の共通要件 

     前記の３プロポーザルの参加資格要件、⑴参加者の資格等、⑥～⑨

を全て満たすこと。 

 

４ 日程（予定） 

日時または期間 内容 

令和６年１０月２９日(火) 公告  

令和６年１０月３１日(木)から 

令和６年１１月１４日(木)午後５時まで 

参加資格に関する質問書 

の受付期間 

令和６年１１月２１日(木) 
参加資格に関する質問書 

の回答期限 

令和６年１０月３１日(木)から 

令和６年１１月２５日(月)午後５時まで 

参加表明書(第一次審査書類) 

の受付期間 

令和６年１２月 ５日(木) 第一次審査結果の通知 

令和６年１２月 ６日(金)から 

令和６年１２月１０日(火)午後５時まで 

現地見学会の参加表明書 

の受付期間 

令和６年１２月１３日(金) 現地見学会 

令和６年１２月 ９日(月)から 

令和６年１２月１６日(月)午後５時まで 

技術提案書に関する質問書 

の受付期間 

令和６年１２月２６日(木) 
技術提案書に関する質問書 

の回答期限 

令和７年 １月 ６日(月)から 

令和７年 １月１７日(金)午後５時まで 

技術提案書(第二次審査書類) 

の受付期間 

令和７年 １月３０日(木)・３１日(金) 
プレゼンテーションの実施、 

審査委員会の審査 

令和７年 ２月 ５日(水) 契約候補者の決定 

令和７年 ２月１４日(金) 第二次審査結果の通知 

令和７年 ２月下旬 契約締結 

令和７年 ２月下旬 業務の開始 

※  日程に変更がある場合は、松本市ホームページに掲載する。 

 

５ 実施要領等の配布 

  令和６年１０月２９日(火)に実施要領および参考資料等を松本市ホームペ

ージに掲載する。 

様式は、必要に応じダウンロードして使用すること。 
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６ 質疑の受付および回答 

  本プロポーザルの実施に関する質問（参加資格および技術提案書）につい

ては、以下のとおりとする。 

 ⑴ 質疑受付期間 

  ア 参加資格に関する質疑 

    令和６年１０月３１日(木)から令和６年１１月１４日(木)午後５時まで 

  イ 技術提案書に関する質疑 

    令和６年１２月９日(月)から令和６年１２月１６日(月)午後５時まで 

 ⑵ 回答期限 

  ア 参加資格に関する回答 

    令和６年１１月２１日(木) 

  イ 技術提案書に関する回答 

    令和６年１２月２６日(木) 

 ⑶ 提出方法および回答方法 

  ア 提出方法 

    参加資格に関する質問書（様式第１１号）または技術提案書に関する

質問書（様式第１２号）により作成のうえ、事務局へ電子メールで提出

した後、事務局に電話して着信を確認すること。 

  イ 回答方法 

    松本市ホームページに掲載する。 

 

７ 現地見学会 

 ⑴ 受付 

  ア 受付期間 

   令和６年１２月６日(金)から令和６年１２月１０日(火)午後５時まで 

 イ 提出方法 

    参加を希望する場合は、現地見学会参加表明書（様式第１０号）によ

り作成のうえ、事務局へ電子メールで提出した後、事務局に電話して着

信を確認すること。 

    当日の詳細については、別途メールにて通知する。 

 ⑵ 現地見学会 

  ア 場所 

松本市立丸ノ内中学校 松本市宮渕３丁目６－１ 

  イ 日時（予定） 

    令和６年１２月１３日(金) 

     (ｱ) １回目 午前８時４０分から午前１０時まで 

     (ｲ) ２回目 午前１０時２０分から午前１１時４０分まで 

     (ｳ) ３回目 午後１時から午後２時２０分まで 

     (ｴ) ４回目 午後２時４０分から午後４時まで 

     (ｵ) ５回目 午後４時２０分から午後５時４０分まで 

  ウ 参加人数 

    １事業者につき３名以内とすること。 
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  エ 駐車場 

    駐車場に余裕がないため、乗り合わせで来校すること。 

  オ 当日の受付方法 

    現地見学会参加表明書（様式第１０号）のコピーを現地にいる市の職

員へ提出すること。 

  カ 注意事項 

(ｱ) 現地調査時は、学校活動の妨げにならないよう注意すること。 

(ｲ )  カメラ等による撮影は、可能とするが、生徒および学校関係者、並    

びに生徒の氏名等個人情報が掲示されている場所等は、被写体として

写らないよう十分に注意すること。また、撮影した画像等は、本事業

以外の使用を禁止する。 

(ｳ) 見学時は、本事業に関する質問は受付けない。 

なお、質問がある場合は、質問書を受付期間内に提出すること。 

 

８ 審査方法 

 ⑴ 本プロポーザルは、公募型プロポーザルとし、二段階方式で実施する。 

 ⑵ プロポーザルの審査項目は、次に掲げるものとし、「松本市プロポーザル

方式の実施に関するガイドライン」第８に基づき、「松本市立丸ノ内中学校

改築事業基本計画・基本設計業者審査委員会」（以下「審査委員会」とい

う。）が審査し選定する。 

 

９ 第一次審査 

 ⑴ 審査内容 

   参加表明書を提出した者のうち、評価の合計点が高いものから技術提案

書の提出者として５者程度を選定する。ただし、評価の合計点が同点とな

った場合は、この限りではない。 

   なお、評価項目および配点は、以下のとおりとする。 
 ⑵ 評価項目 

   あらかじめ事務局にて、評価項目①および②の採点、集計を行い、審査

委員会に提出して審査する。 

評価項目および配点（１００点満点） 区分 配点 

① 配置予定の技術者の資格 ２０ 

担当主任技術者 意匠 ５ 

 

構造 ５ 

電気 ５ 

機械 ５ 

② 配置予定技術者の業務実績 ８０ 

管理技術者 ３０ 

担当主任技術者 意匠 ２０ 

 

構造 １０ 

電気 １０ 

機械 １０ 
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 ⑶ 審査基準 

  ① 配置予定の技術者の資格（様式第４号） 

    各担当主任技術者について、保有資格が資格評価表のいずれかである

かにより配点 (５～１)する。 

    資格評価・配点表 

分野 評価する技術者資格等 配点 

意匠 

一級建築士、構造設計一級建築士、 

設備設計一級建築士 
５ 

二級建築士 ２ 

構造 

構造設計一級建築士 ５ 

一級建築士 ３ 

二級建築士 １ 

電気 

建築設備士、技術士、設備設計一級建築士 ５ 

一級建築士 ３ 

一級電気工事施工管理技士 １ 

機械 

建築設備士、技術士、設備設計一級建築士 ５ 

一級建築士 ３ 

一級管工事施工管理技士 １ 

※  「技術士」の資格は、当該分野における技術士とする。 

  ② 配置予定技術者の業務実績 

    各配置予定技術者の平成２６年４月１日から参加表明書類の提出期限

である令和６年１１月２５日(木)までに当該業務が完了した実績を評価

する。 

    ただし、実績と本業務の分担業務分野は、同じであること。 

    配点計算については、②配置予定の各技術者の業務実績（配点）×同

種・類似業務（係数）×実績評価（係数）で算定した値（小数点第２位

までとして、四捨五入する。）とする。ただし、次のア、イの係数表に該

当しない場合は、０点とする。 

    また、各配置予定技術者の配点合計は、小数点第１位を四捨五入する。 

  ア 同種・類似業務の係数表 

種類 内容 係数 

同種 

延床面積４，０００㎡以上の小中学校における改

築、増築または大規模修繕・模様替えの基本設計

および実施設計業務 

１.０ 

延床面積２，０００㎡以上の小中学校における改

築、増築または大規模修繕・模様替えの基本設計

および実施設計業務 

０.７５ 
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種類 内容 係数 

類似 

延床面積４，０００㎡以上の小中学校以外におけ

る改築、増築または大規模修繕・模様替えの基本

設計および実施設計業務 

０.５ 

延床面積２，０００㎡以上の小中学校以外におけ

る改築、増築または大規模修繕・模様替えの基本

設計および実施設計業務 

０.２５ 

  イ 実績評価の係数表 

過去の実績での立場 
管理技術者の 

実績評価の場合 

主任担当技術者の 

実績評価の場合 

管理技術者 １.０ １.０ 

主任担当技術者 ０.６ １.０ 

担当技術者 ０.３ ０.６ 

⑷ 第一次審査結果の通知 

   審査の結果については、令和６年１２月６日(金)に全ての参加者に対し

て、参加表明書に記載したメールアドレス宛てに電子メールで通知する。

（ただし、参加および審査状況により、変更となる場合がある。） 

 ⑸ 提出件数 

   参加表明書は、１事業者につき１件とする。 

⑹ 提出書類 

   ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 設計業務実績調書（様式第２号） 

ウ 管理技術者の経歴書（様式第３号） 

エ 主任担当技術者の経歴書（様式第４号） 

オ 協力事務所届（様式第５号） 

カ 一級建築士事務所の登録証の写し 

キ 資格所有を証明する書類(資格者証の写し等) 

ク 常勤または社員を証明する書類（保険証の写し等） 

  ケ 履行期限、対象延べ面積、業務実績を証明する書類(PUBDIS、確認申

請図書等) 

 ⑺ 提出部数  

３部（正１部、副２部） 

 ⑻ 提出期限等 

  ア 提出期間  

令和６年１０月３１日(木)から令和６年１１月２５日(月)午後５時まで 

イ 提出方法 

     (ｱ) 提出先は、事務局とし、持参または郵送によるものとする。 

     ( ｲ ) 持参の受付時間は、平日の午前９時から午後１２時まで、午後１時

から午後５時までとする。 

         また、書類確認を行うため、事前に来庁時間を予約すること。 
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     ( ｳ ) 郵送の場合は、書留郵便として、令和６年１１月２５日(月)までの

消印があるものを有効とする。 

         また、宛名記載面に「プロポーザル参加表明書類在中」と朱書きす

ること。 

 

10 第二次審査 

 ⑴ 審査内容 

   技術提案書等の審査およびプレゼンテーション・ヒアリングの内容を踏

まえ、審査委員会委員が次の事項を審査する。 

   審査結果により、評価点が最も高い提案者から第１位契約候補者、第２

位契約候補者として選定する。 

なお、審査の結果、技術評価点が７０％（５６０点）に満たない場合は、

契約候補者として選定しない。 

また、技術評価審査において、全参加者が失格となった場合には、全参

加者に対して再提案を求める。 

⑵ 評価項目および配点 

   １，０００点満点【内訳】一次審査点１００点（１０％）、 

  技術評価点８００点（８０％）、価格評価点１００点（１０％） 
  ア 一次審査 

評価項目 評価の着目点 評価事項 配点 
配点 
内訳 

配置予定の 

技術者の資格 

・業務実績 

― 

配置予定の技術者 

の資格 
100 点 

20 点 

配置予定技術者の 

業務実績 
80 点 

  イ 二次審査 

   (ｱ) 技術評価 

評価項目 評価の着目点 評価事項 配点 
配点 
内訳 

１業務の実施

方針 

業務の理解度  

および取組意欲 

⑴業務内容の理解度 

160 点 

40 点 

⑵業務背景の理解度 40 点 

⑶手続きの理解度 40 点 

⑷業務への積極性 40 点 

実施方針の 

的確性・実現性 

⑴業務の取組体制 

160 点 

40 点 

⑵設計チームの特徴

（協力体制・業務

分担体制） 

40 点 

⑶設計上の配慮事項

等への的確性、独

創性、実現性 

80 点 
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評価項目 評価の着目点 評価事項 配点 
配点 
内訳 

２整備コンセ

プトに対す

る技術提案 

⑴ 環 境 に 配 慮

し、安心・安

全に快適な生

活を送ること

ができる校舎 

設定したコンセプ

トに対する技術提案

に つ い て 、 的 確 性

（与条件との整合性

が と れ て い る か な

ど）、実現性（提案が

理論的に裏付けされ

ており、説得力のあ

る提案となっている

かなど)を考慮して提

案ごとに総合的に判

断する。 

480 点 

160 点 

⑵今日的な教育

ニーズに対応

し、地域等と

の連携や学校

開放に配慮し

た校舎 

160 点 

⑶学校活動等へ

の影響を最小

限に抑え、安

全かつ円滑な

工事計画 

160 点 

技術評価 合計 800 点 

(ｲ) 価格評価  

 （最低提案見積額÷当該提案見積額）×100 点 100 点 

価格評価 合計 100 点 

  ウ 第１次審査の評価点 

第１次審査の評価点を採用する。 

  エ 業務実施方針および整備コンセプトに対する技術提案 

    提出された技術提案書、ヒアリングの内容を踏まえ、審査委員会によ

り総合的に判断を行う。 

  オ 受託予定金額 

    受託金額見積書（様式第９号）に記載の受託予定金額のうち、最低金

額を記載した者の評価点１００点とする。その他の者の評価点は、下記

により算出する。(小数点第２位までとする。(四捨五入)) 

    【算出方法】 

    価格点＝（最低受託予定金額÷当該受託予定金額）×１００点 

  カ 総合点が同点の場合は、３整備コンセプトに対する技術提案の評価が
高い者を上位の者とする。 

⑷ 第二次審査結果の通知 

   審査の結果については、令和７年２月１４日(金)に全ての参加者に対し

て、参加表明書に記載したメールアドレス宛てに電子メールで通知する。

（ただし、参加および審査状況により、変更となる場合がある。） 

 ⑸ 提出件数 

   技術提案書は、１事業者につき１件とする。 

 

 



11 

 

⑹ 提出書類 

  ア 技術提案書(様式第６号) 

イ 業務実施方針に関する提案書（様式第７号） 

ウ 整備コンセプトに関する提案書（様式第８号） 

エ 受託金額見積書（様式第９号） 

 ⑺ 提出部数  

 １５部（正１部、副１４部） 

 ただし、受託金額見積書のみ、正１部とする。 

 副本は、社名が特定できる記載等除くこと。 

 各部クリップ止めとする。 

 ⑻ 提出期限等 

  ア 提出期間  

令和７年１月６日(月)から令和７年１月１７日(金)午後５時まで 

イ 提出方法 

     (ｱ) 提出先は、事務局とし、持参または郵送によるものとする。 

     ( ｲ ) 持参の受付時間は、平日の午前９時から午後１２時まで、午後１時

から午後５時までとする。 

         また、書類確認を行うため、事前に来庁時間を予約すること。 

     ( ｳ ) 郵送の場合は、書留郵便として、令和７年１月１７日(金)までの消

印があるものを有効とする。 

         また、宛名記載面に「プロポーザル技術提案書在中」と朱書きする

こと。 

 ⑼ 留意事項 

ア 技術提案書等は、公表する場合がある。ただし、本市と提出者との協

議において、公表されることにより提出者の権利が著しく阻害されると

認められる内容を除くものとする。 

イ 技術提案書等は、プロポーザルを行う必要な範囲内において複製、複

写することができるものとする。 

  ウ 技術提案書等に含まれる第三者の著作権の使用に関しては、提出者が

第三者の承諾を得ること。 

  エ 技術提案書は、文章での表現を原則とし、基本的考え方を簡潔に記述

すること。なお、記入する文字の大きさは、図表を含め全て１１ポイン

ト以上とすること。 

  オ 視覚的表現については、文章を補完するための必要最小限な範囲にお

いてのみ認める。具体的な建物の設計またはこれに類する表現、詳細・

細部の描き込みや、簡易でない表現は不可とする。 

 ⑽ 提案者プレゼンテーションの実施 

   提案書の内容について、以下のとおり技術提案書の提出者ごとにプレゼ

ンテーションを行う。  

ア 実施日(予定)  

    令和７年１月３０日(木)・３１日(金) 

    ※詳細については、提案者に別途通知する。 
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  イ 実施場所 

    松本市役所庁舎 

  ウ 出席者 

    実際の設計担当者となる者を含めて５名以内とする。 

    説明および質疑応答については、管理技術者または意匠主任担当技術

者が行うこと。 

  エ プレゼンテーション・ヒアリング内容 

    技術提案書の評価項目②・③の内容について、１事業者当たり説明時

間は、２０分程度で説明すること。その後、質疑応答を２０分程度行う。 

    説明は、パワーポイントを使用することを可とするが、説明内容は、

技術提案書と同一とすること。 

    プロジェクター、スクリーン、マイクは、事務局で準備するが、パソ

コンは、提案者側で用意すること。 

  オ 失格事項 

    プレゼンテーションに参加しない場合や災害や交通機関の事故などの

やむを得ないと判断される正当な事由がなく、指定時刻に遅れた場合は、

失格とする。 

 

11 設計委託業務の契約 

 ⑴ 第 1 位契約候補者として決定した者と業務の詳細や必要な協議を行い、

契約締結の交渉をする。 

⑵ 第 1 位契約候補者との契約締結交渉の結果、合意に至らなかった場合ま

たは第 1 位契約候補者の本プロポーザルにおける失格事由もしくは不正と

認められる行為が判明した場合は、順次、次の順位以降の者を繰り上げて、

その者と契約の交渉を行う。 

 ⑶ 契約手続は、松本市財務規則（昭和３年規則第１０号）および関係規程

に定めるところによるものとする。 

 

12 提出書類の取扱い 

 ⑴ 提出されたすべての書類は、返却しない。なお、提出された参加表明書

は、技術提案書の提出者の選定以外に提出者に無断で使用しない。 

 ⑵ 提出後の差し替えおよび追加・削除は認めない。 

   ただし、提出書類の脱漏または不明確な表示等があり、市が変更を認め

たときはこの限りではない。 

   また、参加表明書および技術提案書に記載した配置予定の技術者は、原

則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由

により変 更を行う場合は、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得

なければならない。 

 ⑶ 情報公開は、松本市情報公開条例（平成１３年１２月２０日条例第７２

号）に基づく。 

⑷ 技術提案書の選定後に、提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成の

ため、業務の具体的な実施方針について提案を求めることがある。 
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13 その他留意事項 

 ⑴ 提出書類の作成、本プロポーザルの参加に要する費用は、全て提出者の

負担とする。 

 ⑵ 本プロポーザルの参加表明書を提出した後、参加を辞退する場合には、

速やかにその旨と理由を記載した参加辞退届（様式第１３号）を提出する

こと。 

 ⑶ 本プロポーザルに参加を希望する参加者は、本業務の提案にあたって知

り得た情報等について、一切の事項をいかなる場合も他の者に漏らすこと

を禁止する。また、当市から提供する資料についても、他の者に閲覧させ

ること、複写させることおよび譲渡することを禁止する。 

 ⑷ 本プロポーザルの参加者は、不知または内容の不明を理由として、異議

を申立てることはできない。 

 ⑸ 本手続きにおいて使用する言語および通貨は、日本語および日本国通貨

とすること。 

 ⑹ 次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

  ア 資格要件を満たさない者が書類を提出した場合 

  イ 提出書類に虚偽の内容を記載した場合 

  ウ 記載すべき事項の全部または一部が記載されていない場合、記載すべ

き事項以外の内容が記載されている場合 

  エ 提出する技術提案書について、提出前後に市の許可なしに第三者へ閲

覧させた場合 

  オ 審査の公平性に影響を与える行為があったと審査委員会が認めた場合 

  カ 審査委員会、事務局関係者に、本プロポーザルに関して不正な接触ま

たは要求をした場合 

  キ その他、審査委員会が不適格と認めた場合 

 

14 工事受注資格の喪失 

  本業務の受注者（協力事務所を含む）および本業務の受注者と資本・人事

面等において関連があると認められる製造業者または建設業者は、本事業に

係る全ての工事の入札参加または工事（下請け工事を含む。）を請け負うこと

はできない。 

 

15 計画地の概要 

  用途地域等 

⑴ 所在地  松本市宮渕３丁目６－１ 

⑵ 敷地面積 約２４，０８８㎡ 

 ⑶ 用途地域等 

①区域区分 市街化区域 

②用途地域 第一種中高層住居専用地域 

③建ぺい率 ６０％＋１０％（角地） 

④容積率 ２００％ 

⑤防火指定 指定なし（建築基準法第２２条区域） 
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⑥周辺道路 

市道１０１０号線（１級） 

同 １５４８号線（２級） 

同 １５４６号線 

同 １００９号線 

⑦松本市景観計画 

景観類型地区 
松本北地区 

⑧埋蔵文化財包蔵地 城山腰遺跡 

 

16  計画概要 

 ⑴ 改築の必要性 

   丸ノ内中学校の校舎は、昭和２６年３月から昭和３２年３月にかけて建

設され、建築後６７～７３年が経過し、老朽化が進んでいる。 

   令和３年度に耐力度調査を実施し、国の改築補助の基準に達しているこ

とが確認できたため、校舎の老朽化への対応、教育環境の改善を目的とし

た改築を行う。 

   なお、体育館、柔剣道場、プールは、健全建物であることから、改築は

行わないが、改修についての検討は行う。 

 ⑵ 改築対象施設 

   教室棟および管理棟など   ５，１１９㎡ 

 ⑶ 改築想定面積       約５，３００㎡ 

 ⑷ 改築概算工事費   約３１３，０００万円 

⑸ 事業スケジュール 

令和６・７年度  基本計画・基本設計 

令和８・９年度  実施設計 

令和９年度    仮設校舎（グラウンドに建設予定） 

令和９～１２年度 改築工事 

令和１３年度   供用開始、仮設校舎撤去、グラウンド整備 

 ⑹ 学校施設の現状 

  ア 丸ノ内中学校は、鉄筋コンクリート造校舎の標準設計（昭和２５年）

で建築された学校であり、以後に改築する学校のモデルになっていた。 

    当時の平均的な教室広さは、約幅７ｍ、長さ９ｍであった。 

  イ 現在では、教室の机が新ＪＩＳ規格になり、一回り大きくなったこと

や一人一台端末の導入に伴い、設備機器の配備、生徒同士の身体的距離

を確保するなど教室が手狭になっている。 

    また、３５人の学級編成になっても、保護者参観時に保護者が教室に

入れない状況にある。 

  ウ 学級毎の一斉の指導による授業のほか、少人数学習、グループ学習、

複数学級や学年による学習活動の学習成果を発表することのできる多目

的スペースなどが必要になっている。 

  エ 教職員の人数が増え、職員室も手狭になり、環境改善が必要になって

いる。現在、事務机は、旧ＪＩＳ規格のスチール机を使用している。 

  オ 降雨・降雪を防ぐため、開放渡り廊下から壁のある渡り廊下に改善が

必要となっている。 
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⑺ 生徒・クラス数の推移（推計） 

   ３５人編成（Ｒ６．５．１） 

 中１ 中２ 中３ 小計 特別支

援 

合計 

Ｒ６人数 ６４ ６２ ８１ ２０７ ２３ ２３０ 

クラス ２ ２ ３ ７ ４ １１ 

Ｒ７人数 ５３ ６４ ６２ １７９ ２３ ２０２ 

クラス ２ ２ ２ ６ ４ １０ 

Ｒ８人数 ６０ ５３ ６４ １７７ ２３ ２００ 

クラス ２ ２ ２ ６ ４ １０ 

Ｒ９人数 ５７ ６０ ５３ １７０ ２３ １９３ 

クラス ２ ２ ２ ６ ４ １０ 

Ｒ １ ０ 人

数 

７３ ５７ ６０ １９０ ２３ ２１３ 

クラス ３ ２ ２ ７ ４ １１ 

Ｒ１１人

数 

６３ ７３ ５７ １９３ ２３ ２１６ 

クラス ２ ３ ２ ７ ４ １１ 

Ｒ１２人

数 

６３ ６３ ７３ １９９ ２３ ２２２ 

クラス ２ ２ ３ ７ ４ １１ 

Ｒ１３人

数 

６８ ６３ ６３ １９４ ２３ ２１７ 

クラス ２ ２ ２ ６ ４ １０ 

改築時 ３ ３ ３ ９ ４ １３ 

   ※生徒の推計値は、住基数－調整数（２９人）で算出している。 

 

17 学校施設の在り方について 

 ⑴ 松本市の学校施設の現状と課題 

  ア 人口減少 

    人口減少より、年々生徒数が減少していることから、将来を見据えた

統廃合や他の公共施設との複合化の検討を行ったうえで、各学校施設の

改築に臨んでいくことが重要になっている。 

  イ 施設の老朽化 

    施設全体のうち、築３０年以上の建物が全体の８割以上を占めており、

老朽化により安全性・機能面に支障が多く出始めている。 

  ウ 社会情勢の変化 

    学級数は、特別支援学級の増加により、横ばいとなっている。 

    そのため、様々なこども達に合わせた学習形態が必要であり、単一的

な教室しか持ち合わせない現在において、ＩＣＴ教育、少人数学習、新

学習指導要綱、特別支援学級等の様々な学びの姿に施設が対応できてい

ない現状にある。また、感染症の流行や教職員の働き方改革、地域ニー

ズ等が目まぐるしく変化する予測が難しい時代への対応も今後の課題と

なっている。 
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⑵ 学校施設の目指すべき姿 

  新しい時代や社会情勢に柔軟に対応し、校舎全体どこでも学びが発見で

きる学都松本の舎 

  ア 学び 

     ( ｱ ) 個別・集団学習、アクティブラーニング、インクルーシブ教育など

の多様な学びに柔軟に対応できる可変性のある施設 

     ( ｲ ) 無線ＬＡＮなどのＩＣＴ環境を整備し、どこにいても不便なく一人

一台の端末が利用できる環境 

     ( ｳ ) 生徒が集まりやすく、情報が集約され、自主的・自発的な学習が展

開できる空間 

     ( ｴ ) 働き方改革に対応した十分なスペースが確保された職員室（フリー

アドレス化など） 

イ 生活 

     ( ｱ ) ユニバーサルデザインを取り入れ、エレベーターやスロープなどが

設置され、誰もが使いやすいバリアフリーに対応した施設 

     ( ｲ ) 空調設備、多目的トイレ、ＬＥＤ照明、木質内装、使いやすい更衣  

室などによる快適な空間 

     ( ｳ ) 開放的な廊下、ラウンジ、テラスなどを設けることにより、教職員、

生徒の交流や憩いの場を創出 

  ウ 共創 

( ｱ )  地域コミュニティの拠点として、学校と地域が共に支えあい、創造

的な活動が生まれる仕組みづくり 

(ｲ) 学校を中心とした施設の複合化による高機能・多機能化 

(ｳ) 地域への開放、第三者の利用に対応した施設、システムの整備 

(ｴ) 生徒数に合わせた統廃合や義務教育学校への転換など 

エ 安全 

     ( ｱ ) 十分な耐震性能を確保し、水害や土砂災害への対策、非構造部材の

耐震化など防災機能の強化 

(ｲ) 災害時の避難拠点として、非常用自家発電機、情報通信環境の整備 

(ｳ) 老朽化対策を施したメンテナンス性の良い、質の高い施設 

(ｴ )  生徒が安心して過ごせるよう、情報セキュリティ教育の推進、防犯

設備のある施設 

オ 環境 

     ( ｱ ) 高断熱化、高効率機器の導入、太陽光発電設備の増設など脱炭素社

会の実現に貢献 

     (ｲ) 省エネ基準の達成 

     ( ｳ ) 国産材を利用した木質化による環境との共生および温かみのある内

装などの整備 
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18 技術提案に求めるコンセプト 

 ⑴ 環境に配慮し、生徒が安心して安全に快適な生活を送ることができる校

舎の提案 

   再生可能エネルギーの導入、高断熱性の確保や高効率機器の導入など環

境に配慮したエネルギー消費の効率化と経済性を兼ね備えた校舎とするこ

と。また、 耐震性の向上や防犯対策、地震や浸水等に対する防災機能の

強化、生徒、教職員の保健衛生およびユニバーサルデザインの採用に配慮

し、生徒、教職員が安心して安全に快適な生活を送ることができる校舎の

提案を求める。 

 ⑵ 今日的な教育ニーズに対応し、保護者・地域との連携や学校開放に配慮

した校舎の提案 

多様な学習形態や集団による活動が可能であり、インクルーシブ教育、

ＩＣＴ化の推進など今日的な教育ニーズに対応した校舎にすること。また、

将来の生徒数減少を見据えた学校、家庭、地域の連携に基づく様々な利用

に配慮した校舎の提案を求める。  

 ⑶ 生徒、教職員の学校活動等への影響を最小限に抑え、安全かつ円滑な工

事計画 

   工事期間中に発生する交通障害、騒音、振動等による生徒、教職員の学

校活動等への影響を最小限に抑え、生徒および教職員の安全かつ円滑な動

線を考慮した工事計画（工事工程、工事中の安全対策）およびイニシャル

コスト削減に努めた工事計画の提案を求める。  

 

19 委託内容 

  主な内容については、次のとおりとして、詳細については、仕様書（案）

を参照すること。 

⑴ 基本計画の策定 

   丸ノ内中学校の伝統と歴史および既存施設並びに計画敷地、計画建物の

概要をまとめるとともに、施設規模、施設数、所要室の構成、必要な設備

や機能、構造について検討し、丸ノ内中学校全体の配置およびレイアウト

図（各階平面図・立面図・断面図・仮設計画図等）の作成を行う。 

   また、土地利用計画、ゾーニング図を作成し、建替え計画図および工事

期間中の安全計画、工程ごとの仮設計画図を作成する。 

 ⑵ 校舎の基本設計 

  ア 丸ノ内中学校改築に係る校舎の建設、既存校舎等の解体、工事中の仮

設計画および屋外運動場整備の策定にかかる業務。 

  イ 都市計画法、建築基準法等関係法規、長野県福祉のまちづくり条例、

建築物省エネ法、建設リサイクル法、松本市景観条例、文化財保護法、

その他必要法規・条例等に関する検討業務。(建築確認申請、開発関係協

議などにかかる各課協議等の作業等含む) 

  ウ 地盤調査、土質調査、アスベスト調査、ＰＣＢ調査 

  エ パース製作 
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⑶ 学校、保護者、地域とのワークショップ 

   基本計画、基本設計を進めるにあたって、学校（生徒、教員）、保護者、

地域住民等を対象とした会議、説明会等を開催し、意見を聞き、設計に反

映させる。また、これらの資料作成、記録簿の作成等を行う。 

 

20 参考資料 

  施設台帳（配置図、平面図） 


